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「リース会計に関する論点の整理」に対する意見 

 

平成22年12月27日に公表されました「リース会計に関する論点の整理」について、 

工作機械販売会社(商社)の立場から下記の通り意見を申し上げます。 

 

記 

 
現行のファイナンス・リース取引の会計モデルについては、わが国においては、平

成 20 年より現行のリース会計基準が導入されたこともあり、改善の必要性が特段指

摘されていないため、これを改訂する理由はありません。 
現行のリース会計基準に対する主な批判は、オペレーティング・リースに分類され

るリース取引について、資産・負債が計上されないことにあります。従って、仮にリ

ース会計基準を改訂するのであれば、当該論点に焦点を絞り改善することが望ましく、

リース会計基準全体を改訂する必要性は乏しいと考えます。 
 しかしリース取引の中には、賃借料を契約期間にわたって費用として認識する賃貸

借処理が適切である取引も多く含まれており、すべてのリース取引に使用権モデルを

適用することは適切ではないと考えております。 

使用権といった概念は他の会計基準にはない新しい概念であり、このような新しい

概念を会計基準に取り入れる際には、導入に伴うコストを上回る有用性があるのか、

また、企業の設備投資に与える影響を十分に検証し、慎重に検討していくべきである

と考えます。 

上述の他、更新オプション行使の可能性は不確実であるため、その可能性を見積も

ることは実務上極めて困難であり、こうした煩雑な会計処理は極めて負担が大きいと

考えられます。また短期間のリースの取扱いにつきましても借手については、簡便処

理が不十分であり、さらに重要性の乏しいリースについても今まで通りの賃貸借処理

を容認すべきであると考えます。 
借手に複雑な会計処理を強制した場合、リースの利便性が損なわれることとなり、工

作機械販売におけるユーザーのリース導入機会が激減する可能性があります。この結果、

リースの借手、貸手のみならず、弊社のような販売会社にも重要な影響を及ぼすことに

なります。 

以上 


